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別添１ 

令和７年度公共事業労務費調査（１次審査）業務に関する調査業務仕様書 

 

第１章 総則 

（適用範囲） 

第１条 本仕様書は、独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部が発注する「令

和７年度公共事業労務費調査（１次審査）業務に関する調査業務」（以下、「本業務」

という。）に適用する。 

（通則） 

第２条 本業務の遂行に当たっては、本仕様書によるものとする。 

（業務上の疑義） 

第３条 受注者は、本業務の実施に当たり業務内容に疑義が生じた場合は、速やかに、

発注者と協議し、その指示を受けなければならない。 

（守秘義務） 

第４条 受注者は、本業務の遂行上知り得た事項を、発注者の許可なく公表又は他に

引用してはならない。 

（調査員） 

第５条 受注者は、本業務の遂行に当たる調査員を定め、発注者に報告するものとす

る。また、受注者は、調査員の中から本業務の遂行上の管理を行う主任調査員（契

約書第７条にある「現場代理人」）を定め、発注者に報告しなければならない。 

２ 発注者が調査員を不適当と認めた場合は、受注者に対してその変更を求めること

ができる。 

 

第２章 業務内容等 

（業務の目的） 

第６条 本業務は、公共事業の工事費積算に用いる公共工事設計労務単価を決定する

ための基礎資料として、公共事業等に従事した建設労働者に支払われた賃金を都道

府県別、かつ、職種別に調査することを目的とする。 

（業務の内容） 

第７条 本業務の内容は、以下のとおりとする。 

一 調査対象工事 

調査対象工事は４件とする。このうち、調査票等の提出がなかった工事を除き、

受注者が行う一次審査及び関東地方連絡協議会事務局が行う二次審査により当

該工事に係る全票調査が無効になった工事を含む。また、調査対象の下請業者数

の目安は 110 社程度を想定する。 

なお、調査対象工事件数等に変更が生じた場合は、契約変更の協議対象とする。 

二 対象企業名簿の作成 

受注者は、調査対象工事について、事前に元請業者へ書面調査を円滑に実施す

るために、調査前に対象企業名簿を作成・提出させること。 

三 一次審査等 

イ 書面調査における審査 
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受注者は、調査対象工事の元請業者及びその下請業者が郵送する調査票、各

種手当て内訳書、臨時の給与年計票及び補足調査票を公共事業労務費調査審査

要領等に基づき個々に審査する。また、調査対象工事の元請業者に調査内容等

の事前説明を行う。 

なお、公共事業労務費調査審査要領等については、別途指示する。 

ロ 補充調査 

受注者は、必要に応じて、調査票等の記載内容について電話による元請業者

への聞き取り等により補充調査を行う。 

ハ オンライン調査 

受注者は、監督員の指示に基づき、監督員が指定するシステムを利用したオ

ンライン調査を行う場合がある。なお、オンライン調査を行う場合に必要な電

子機器及び通信料は受注者がすべて負担し、請負代金額の変更は行わない。オ

ンライン調査は会場に電子機器等を設置する、入力補助形式にて行う場合があ

る。 

四 審査結果の整理及び分析 

イ 無効票の整理及び分析 

受注者は、受注者が行う一次審査により無効となった調査票について、無効

となった原因別に調査票数を整理し、その分析を行う。 

ロ 調査票等の誤記入等の整理及び分析等 

受注者は、調査票、各種手当て内訳書、臨時の給与年計票及び補足調査票の

誤記入等の内容を記入項目ごとに整理し、誤記入等の原因別及び防止対策につ

いて、分析及び検討を行う。 

ハ 調査結果の電子データ化 

受注者は、公共事業労務費調査・賃金調査票及び補足調査票を電子データ化

し、発注者が指示するレイアウトに基づき集計表を作成する。また、別途貸与

する「公共事業労務費調査集計システム」を使用し、エラーチェック及び修正

を行う。 

五 二次審査への出席 

受注者は、国土交通省関東地方整備局が行う二次審査に出席し、調査票の内容

確認に協力する。 

（打合せ及び協議） 

第８条 本業務を遂行するに当たり、受注者は発注者と適宜打合せ及び協議を行うも

のとする。また、調査の進め方は、監督員の指示による。 

 

第３章 成果品 

（成果品） 

第９条 本業務の成果品は、次のとおりとする。 

一 調査票、各種手当て内訳書、臨時の給与年計票及び補足調査票…１式 

ただし、調査対象工事ごとに整理し、提出する。 

二 調査報告書…１部 

三 集計表の電子データ及び国土交通省関東地方整備局に提出する調査票データ

…1部（CD 等） 

（調査票の提出） 
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第 10 条 受注者は審査を行った調査票、各種手当て内訳書、臨時の給与年計票及び

補足調査票を別途指示する期日までに発注者に提出する。 

 

第４章 その他 

（暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置） 

第 11 条 業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不

当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介

入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこ

と。 

２ 前項により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速

やかにその内容を記載した文書により発注者に報告すること。 

３ 暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が

生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 

（個人情報の取扱い） 

第 12 条 受注者は、「個人情報等の保護に関する特約条項」を、契約書と併せて、同

日付で締結するものとする。「個人情報等の保護に関する特約条項」第１条に定め

る個人情報等の保管場所、取扱場所、及び取扱場所から持ち出す場合等の手続き等

については、下記のとおりとする。 

一 保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

二 取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠

する。 

三 取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返却後

はその旨を報告する。 

四 原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。 

（外部電磁的媒体を利用する場合の取扱い） 

第 13 条 受注者は、外部電磁的記録媒体に関する「外部電磁的記録媒体の利用に関

する特約条項」を契約書と併せて、同日付で締結するものとする。 

（資料貸与及び返還） 

第 14 条 本業務の履行において必要な次の資料等は別途貸与する。 

公共事業労務費調査集計システム…１式 

２ 前項のソフトウエアの使用にあたっては、必ず発注者に確認のうえ使用するもの

とし、許可なくプログラム（仕様書、手引き、マニュアル等関係書類も含む）の転

貸、複製、変更等を行ってはならない。 

３ 借用時には借用書を提出するものとし、業務完了後については、速やかに返還す

るものとする。なお、業務上複製等を行ったプログラム等については、消去するこ

と。 

 （業務完了手続き） 

第 15 条 業務完了後に次の書類を各３部提出する。 

イ 完了届 

ロ 納品書 

ハ 引渡書 

二 請求書 

 （業務環境の改善） 
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第 16 条 本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタ

ンスを考慮するものとする。ウイークリースタンスの実施にあたっては、別紙１に

示すウイークリースタンス実施要領に基づき、監督員と確認・調整した内容につい

て取り組むものとする。 

 

以  上  
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別紙１ 

ウイークリースタンス 実施要領 

 

 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第 22 条に基

づく「発注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等にお

ける受発注者の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行

を図ることを目的とする。 

 

２ 取組内容 

（１）業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を

勘案した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）

について受発注者間で設定する。 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④昼休みや 17 時以降の打合せは行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（web 会議の積極的な活

用等）。 

（２）業務履行期間中であっても、受発注者間で確認・調整の上、必要に応じ、設定し

た取組内容を見直すことができる。  

（３）（１）によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員又は監

督職員から管理技術者、主任技術者又は主任調査員に対して依頼内容とその理由を

明確に指示する。 

（４）緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

（１）初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間に

ついては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

（２）受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

（３）成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、

打合せ記録簿に整理する。 

 

以 上 

 


